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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第１期は設立初年度のため、平成18年９月１日から平成19年２月28日までの６ヶ月間となっております。 

回次 第２期中 第１期 

会計期間 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

営業収益 (百万円) 205,100 193,640 

経常利益 (百万円) 10,139 5,404 

中間（当期）純利益 (百万円) 5,066 2,653 

純資産額 (百万円) 133,499 131,483 

総資産額 (百万円) 256,918 254,664 

１株当たり純資産額 (円) 859.60 846.83 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 32.87 17.21 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) － － 

自己資本比率 (％) 51.6 51.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 16,887 885 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △3,418 △3,971 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △10,753 1,036 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(百万円) 17,893 15,177 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

(人) 
4,543 

[8,111] 

4,522 

[7,864] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第１期は設立初年度のため、平成18年９月１日から平成19年２月28日までの６ヶ月間となっております。 

回次 第２期中 第１期 

会計期間 

自平成19年 
３月１日 

至平成19年 
８月31日 

自平成18年 
９月１日 

至平成19年 
２月28日 

営業収益 (百万円) 2,179 2,486 

経常利益 (百万円) 1,588 1,658 

中間（当期）純利益 (百万円) 1,532 1,604 

資本金 (百万円) 10,000 10,000 

発行済株式総数 (千株) 159,439 159,439 

純資産額 (百万円) 130,706 130,374 

総資産額 (百万円) 135,840 132,476 

１株当たり純資産額 (円) 819.88 817.77 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 9.61 10.06 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) － － 

１株当たり配当額 (円) 7.50 7.50 

自己資本比率 (％) 96.2 98.4 

従業員数 (人) 33 20 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、当社の就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数が前連結会計年度末に比べ13名増加しましたのは、当社グループの新規事業開発及び業務改革のための

部署の新設によるものであります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、カーマ労働組合、ダイキユニオン、ホーマックグループユニオン等が組織されております。

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年８月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

ホームセンター事業 4,104 (7,831) 

その他の事業 406 (280) 

全社（共通） 33 (－) 

合計 4,543 (8,111) 

  平成19年８月31日現在

従業員数（人） 33 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績  

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に設備投資の増加や雇用環境の改善により回

復基調をみせているものの、ガソリン価格の高騰、記録的な猛暑等の影響で個人消費には力強さが見られませんで

した。 

 このような状況のもと、当社グループは、新規出店につきましては㈱カーマで鈴鹿中央通店（三重県）、ダイキ

㈱で高陽店（広島県）、ホーマック㈱で東雁来店（北海道）、ホーマック子会社の㈱ツルヤで浜頓別店（北海

道）、恵山店（北海道）の合計５店舗を出店し、閉店につきましては、ダイキ㈱で２店舗、ホーマック㈱で３店舗

の合計５店舗を閉店いたしました。これらの結果、当中間連結会計期間末日における店舗数は425店舗となりまし

た。また、商品の棚割の標準化を推進するための標準化改装（全面改装）を推進しておりますが、ダイキ㈱で32店

舗、ホーマック㈱で35店舗を実施いたしました。㈱カーマでは26店舗の最適化改装（部分改装）を実施いたしまし

た。 

 商品面では３社共通商品の売上高構成比が87.2％となり、商品の共通化は計画より速いスピードで進んでおりま

す。また、荒利益率につきましては、原材料の高騰により商品原価は上昇傾向にありますが、当社グループのスケ

ールメリットもあり上昇を抑制することが出来ており、昨年対比では0.3ポイントの改善が出来ました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の営業収益は2,051億円、営業利益97億５百万円、経常利益101億３千９百万

円、中間純利益50億６千６百万円となりました。 

 なお、前年度（設立初年度）は６ヶ月間の変則決算であり、当中間連結会計期間が半期報告書の作成初年度であ

るため、前年同期との比較分析は行っておりません（以下「(3) キャッシュ・フローの状況」においても同じ）。

 主要商品部門別の状況は以下のとおりであります。 

(2) 主要商品部門別の状況  

① ペット＆グリーン部門 

ペットフード・用品は、小型室内犬や老齢犬が食べやすい半生タイプやプレミアムフード等が安定的に伸長して

いますが、ペットベッドやペット衣料はやや横ばいとなり、昆虫用品が昨年ほどのブームが無く不振でした。ガー

デニング関連では、春の立ち上がりで好調にスタートし、ゴールデンウィークに一時的に低迷しましたが、梅雨明

け後に好天・猛暑となり、ガーデンテーブル・チェア・パラソル・縁台が好調でした。また、気温が高かったた

め、散水用品・用土・肥料・薬品・植物・よしず・業務資材関連商品が好調でした。その結果、売上高は556億７

千７百万円となりました。  

② ホーム・インプルーブメント部門 

作業用品は、作業手袋・合羽類が伸び悩みましたが、長靴・作業小物・夏物ワークウエアが好調でした。台風・

地震の影響で、補強連結金物・安全金物や水道用品・配管部材が好調でしたが、網戸は最大ピーク期に台風が上陸

し売上機会ロスとなり、昨年より下回りました。また、気温が高かったため、外回りの補修用品や作業工具・塗

料・接着剤・製材・合板が好調でした。その結果、売上高は334億２千万円となりました。  

③ ホーム・レジャー部門 

自転車は、春の立ち上げを早めスタートは好調でしたが、ゴールデンウィーク及び週末の雨の影響で、平均単価

は上がりましたが台数が伸びませんでした。レジャー・スポーツ用品では、キャンプ用品が滞留型からデイキャン

プへと移行し、全体的に横ばいとなりましたが、ＴＶ通販他でブームとなったトレーニング用品が好調でした。カ

ー用品では、ドライブ用品・カーインテリア・電装品が好調でしたが、洗車用品・手入れケミカル用品が不振でし

た。その結果、売上高は171億４千７百万円となりました。  



④ ハウス・キーピング部門 

日用消耗品では、メーカーとの取組強化により、紙類・洗剤（住居洗剤・台所洗剤等）等が、「今月のお買得

品」の設定やチラシ特売強化により大きく伸長しました。季節商品では、殺虫剤が夏後半の猛暑により伸長しまし

たが、スキンケア・エチケット用品は不振でした。ダイニング・家庭用品では、フライパン・調理用品等が順調に

伸長し、季節拡大展開の簡易行楽用品（紙食器類・保冷バック・レジャーシート等）や盛夏用品（冷水筒・カキ氷

器等）も好調でした。その結果、売上高は538億２千５百万円となりました。  

⑤ ホーム・ファニシング部門 

春のシングルライフ展開では、カーテン・敷物とも不振でしたが、夏物インテリアのスダレ・イ草関連商品は好

調でした。寝具は、取扱店舗・品種とも拡大し、布団・毛布ケット・カバーシーツ等、順調に売上伸長しました。

家具・収納では、新生活に向けたシリーズ収納ラックや収納内収納（紙製ボックス等）、自然素材バスケットが好

調に伸び、ラタン製品は大幅に伸長しました。その結果、売上高は192億１千万円となりました。  

⑥ ホーム・エレクトロニクス部門 

家電用品では、調理家電・家事家電・電池・管球等の主力品種が低迷しましたが、品揃え強化を図った配線部

材・電気設備資材・セキュリティ関連商品が好調でした。冷房用品については、７月の天候不順・台風上陸により

売上不振に見舞われました。８月の猛暑により売上を伸ばしましたが、７月の不振をカバーするには至りませんで

した。その結果、売上高は201億１千４百万円となりました。 

(3) キャッシュ・フローの状況  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益89億１千６百万円、減価償却費32億５千１百万

円、売上債権の増加額11億１千６百万円、たな卸資産の増加額９億６千５百万円、仕入債務の増加額70億３千８百

万円、法人税等の支払額15億９千１百万円などにより、168億８千７百万円の収入となりました。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、新規出店など有形固定資産の取得による支出32億５千５百万円、ソフト

ウェア等の無形固定資産の取得による支出10億３千４百万円、敷金及び建設協力金の返還による収入13億９千１百

万円などにより、34億１千８百万円の支出となりました。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済による減少額83億５千万円、長期借入金の借入による

増加額50億円及び返済による減少額60億２百万円、配当金の支払額11億６千７百万円などにより、107億５千３百

万円の支出となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物残高は前連結会計年度末に比べ27億１千６百万円増加し、178億９千３百万

円となりました。 



２【仕入及び販売の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は、ホームセンター事業を主たる業務としているため、生産及び

受注の状況は記載しておりません。 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注） １．前年度（設立初年度）は６ヶ月間の変則決算であり、当中間連結会計期間が半期報告書の作成初年度である

ため、前年比較は行っておりません。 

２．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

３．ホームセンター事業の部門別の主な取扱商品は、次のとおりであります。 

事業部門 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

ホームセンター事業    

ペット＆グリーン 39,962 － 

ホーム・インプルーブメント 21,000 － 

ホーム・レジャー 11,710 － 

ハウス・キーピング 40,514 － 

ホーム・ファニシング 11,517 － 

ホーム・エレクトロニクス 13,217 － 

その他 1,672 － 

ホームセンター事業計 139,596 － 

その他の事業 1,658 － 

合計 141,254 － 

部門 取扱商品 

ペット＆グリーン 
園芸、植物、業務資材、大型機械、ペット、ペット用品、エクステリア、 

屋外資材他 

ホーム・インプルーブメント 作業用品、金物、工具、塗料、木材、建築資材他 

ホーム・レジャー カー用品、スポーツ、玩具、サイクル、レジャー他 

ハウス・キーピング 
日用消耗品、文具、ダイニング・キッチン、バス・トイレタリー、 

ビューティケア、ヘルスケア、ソフトグッズ他 

ホーム・ファニシング インテリア、寝具、家具収納他 

ホーム・エレクトロニクス 家庭電器、冷暖房、住宅設備、電材・照明、ＡＶ情報機器、灯油他 

その他 工事費、サービス料他 



(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の事業部門別販売実績を示すと、次のとおりであります。 

（注） １．前年度（設立初年度）は６ヶ月間の変則決算であり、当中間連結会計期間が半期報告書の作成初年度である

ため、前年比較は行っておりません。 

２．記載金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

ホームセンター事業    

ペット＆グリーン 55,677 － 

ホーム・インプルーブメント 33,420 － 

ホーム・レジャー 17,147 － 

ハウス・キーピング 53,825 － 

ホーム・ファニシング 19,210 － 

ホーム・エレクトロニクス 20,114 － 

その他 2,095 － 

ホームセンター事業計 201,491 － 

その他の事業 1,826 － 

合計 203,318 － 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

(1) 経営指導に関する契約 

 当社は、当社の子会社である㈱カーマ、ダイキ㈱、ホーマック㈱及びＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱との間で、当該子会社

に対して当社が行う経営指導に関し、それぞれ「経営指導に関する契約」を締結しております。 

  

(2) その他の契約 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設についての重要な変更は、次の通

りであります。 

 ダイキ㈱のホームセンター事業の営業施設であります平田店につきましては、完了予定を平成19年11月より翌期

以降に変更しております。 

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、

次のとおりであります。 

(3) 新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業部門の名称 設備の内容 完成年月 

金額 

（百万円） 

完成後の売

場面積

（㎡） 

㈱カーマ 
鈴鹿中央通店 

（三重県鈴鹿市） 
ホームセンター事業 営業施設 平成19年６月 263 5,753 

ダイキ㈱ 
高陽店 

（広島県広島市） 
ホームセンター事業 営業施設 平成19年４月 273 2,895 

ホーマック㈱ 
東雁来店 

（北海道札幌市） 
ホームセンター事業 営業施設 平成19年８月 245 9,387 

㈱ツルヤ 
浜頓別店 

（北海道浜頓別町） 
ホームセンター事業 営業施設 平成19年４月 105 997 

㈱ツルヤ 
恵山店 

（北海道函館市） 
ホームセンター事業 営業施設 平成19年４月 101 997 

会社名 
事業所名 

(所在地) 
事業部門の
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 
完成後の
売場面積 
（㎡） 

総額 
（百万円） 

既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

ホーマック㈱ 
神栖店 

(茨城県神栖町) 

ホームセン

ター事業 
営業施設 1,431 415 

自己資金及

び借入金  

平成19年 

６月 

平成19年 

11月 
7,797 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株) 
（平成19年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月28日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 159,439,199 159,439,199 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

（各市場第一部） 

札幌証券取引所 

－ 

計 159,439,199 159,439,199 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年３月１日～ 

平成19年８月31日 
－ 159,439 － 10,000 － 118,787 



(5）【大株主の状況】 

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱及び日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数は、信託業務に係

るものであります。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれております。 

  平成19年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

鏡味 順一郎 名古屋市緑区 14,066 8.82 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行㈱ 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,907 5.58 

牧 清 愛知県豊橋市 8,871 5.56 

日本マスタートラスト信

託銀行㈱ 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 8,312 5.21 

石黒 靖尋 札幌市中央区 7,832 4.91 

㈲日新企興 札幌市中央区伏見４丁目４番27号 7,570 4.74 

イオン㈱ 千葉市美浜区中瀬１丁目５番１号 7,460 4.67 

㈱多聞 東京都港区南青山４丁目１番９号 6,581 4.12 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎホール

ディングス社員持株会 
東京都品川区南大井６丁目16番16号 3,417 2.14 

㈲こおゆう 愛媛県松山市喜与町１丁目２番３号 3,160 1.98 

計 － 76,179 47.77 

  平成19年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    17,400
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式  5,287,100
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 153,577,800 1,535,778 － 

単元未満株式 普通株式     556,899 － － 

発行済株式総数 159,439,199 － － 

総株主の議決権 － 1,535,778 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

  平成19年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎ 

ホールディングス㈱ 

東京都品川区南大井

六丁目16番16号 
17,400 － 17,400 0.01 

（相互保有株式） 

㈱カーマ 

愛知県刈谷市日高町

三丁目411番地 
2,674,800 － 2,674,800 1.67 

（相互保有株式） 

ダイキ㈱ 

愛媛県松山市美沢一

丁目９番１号 
876,700 － 876,700 0.54 

（相互保有株式） 

ホーマック㈱ 

札幌市厚別区厚別中

央三条２丁目１番41

号 

1,735,600 － 1,735,600 1.08 

計 － 5,304,500 － 5,304,500 3.32 

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 1,140 1,205 1,149 1,043 1,150 1,128 

最低（円） 957 1,020 933 961 997 880 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

代表取締役会長 － 取締役会長 － 大亀 孝裕 平成19年６月１日

代表取締役相談役 － 取締役相談役 － 石黒 靖尋 平成19年６月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

(3）当半期報告書は、最初に提出するものでありますので、前年同期との対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年

８月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の中間財務諸

表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 

（平成19年８月31日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金     18,040 15,334

２．受取手形及び売掛
金 

    3,124 1,909

３．有価証券     369 369

４．たな卸資産     62,217 61,428

５．繰延税金資産     2,004 1,797

６．その他     5,472 4,990

７．貸倒引当金     △4 △5

流動資産合計     91,225 35.5 85,824 33.7

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物及び構築物 ※2,3 51,422   52,679

２．土地 ※２ 45,876   44,245

３．建設仮勘定   403   162

４．その他 ※３ 2,321   2,399

有形固定資産合計     100,024 38.9 99,486 39.1

(2）無形固定資産       

１．借地権   5,317   5,321

２．ソフトウェア   3,540   3,035

３．その他   190   431

無形固定資産合計     9,048 3.5 8,789 3.4

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   12,157   15,105

２．敷金及び建設協
力金 

  39,079   39,606

３．繰延税金資産   1,128   807

４．長期前払費用   2,763   2,921

５．その他   1,857   2,253

６．貸倒引当金   △366   △129

投資その他の資産
合計 

    56,619 22.1 60,564 23.8

固定資産合計     165,693 64.5 168,840 66.3

資産合計     256,918 100.0 254,664 100.0 

        

 



    
当中間連結会計期間末 

（平成19年８月31日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年２月28日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

    50,378 43,135

２．一年以内に償還予
定の社債 

    － 200

３．短期借入金     12,800 21,150

４．一年以内に返済予
定の長期借入金 

※２   13,314 12,619

５．未払法人税等     4,095 1,491

６．繰延税金負債     － 2

７．賞与引当金     2,039 1,565

８．役員賞与引当金     6 22

９．その他     9,318 8,602

流動負債合計     91,952 35.8 88,789 34.9

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２   22,501 24,198

２．繰延税金負債     888 1,980

３．再評価に係る繰延
税金負債 

    265 265

４．退職給付引当金     369 404

５．役員退職慰労引当
金 

    1,325 1,330

６．負ののれん ※４   229 248

７．長期預り金     5,361 5,305

８．その他     525 658

固定負債合計     31,467 12.2 34,391 13.5

負債合計     123,419 48.0 123,181 48.4

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     10,000     10,000   

２．資本剰余金     41,603     41,603   

３．利益剰余金     85,047     81,136   

４．自己株式     △5,057     △5,053   

株主資本合計     131,592 51.2   127,686 50.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評
価差額金 

    2,979     4,952   

２．繰延ヘッジ損益     △39     △70   

３．土地再評価差額金     △2,040     △2,040   

評価・換算差額等合
計 

    900 0.4   2,842 1.1 

Ⅲ 少数株主持分     1,005 0.4   954 0.4 

純資産合計     133,499 52.0   131,483 51.6 

負債純資産合計     256,918 100.0   254,664 100.0 

        



②【中間連結損益計算書】 

    

当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     203,318 100.0 192,003 100.0 

Ⅱ 売上原価     140,463 69.1 133,732 69.7

売上総利益     62,854 30.9 58,270 30.3

Ⅲ 営業収入       

不動産賃貸収入     1,781 0.9 1,637 0.9

営業総利益     64,636 31.8 59,908 31.2

Ⅳ 販売費及び一般管理
費 

※１   54,930 27.0 54,225 28.2

営業利益     9,705 4.8 5,682 3.0

Ⅴ 営業外収益       

１．受取利息及び配当
金 

  344   157

２．負ののれん償却額   68   68

３．匿名組合投資利益   196   －

４．その他   214 824 0.4 215 441 0.2

Ⅵ 営業外費用       

１．支払利息   295   295

２．創立費   －   209

３．株式交付費   －   121

４．上場費用   －   23

５．支払手数料   58   32

６．その他   36 390 0.2 36 720 0.4

経常利益     10,139 5.0 5,404 2.8

Ⅶ 特別利益       

１．固定資産売却益   0   39

２．投資有価証券売却
益 

  16   39

３．貸倒引当金戻入益   2   23

４．役員退職慰労引当
金戻入益 

  －   68

５．賃貸借契約精算金   2   38

６．その他 ※２ 2 24 0.0 22 231 0.1

Ⅷ 特別損失       

１．固定資産除売却損 ※３ 83   199

２．減損損失 ※４ 297   658

３．出店計画中止損及
び閉店損 

※５ 315   372

４．商品廃棄損   176   125

５．貸倒引当金繰入額   249   －

６．その他 ※６ 124 1,247 0.6 267 1,622 0.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    8,916 4.4 4,012 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  3,922   1,308

法人税等調整額   △135 3,787 1.9 0 1,308 0.7

少数株主利益     62 0.0 50 0.0

中間（当期）純利
益 

    5,066 2.5 2,653 1.4

        



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年２月28日  残高 

 （百万円） 
10,000 41,603 81,136 △5,053 127,686 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,156   △1,156 

中間純利益     5,066   5,066 

自己株式の取得       △4 △4 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間の変動額合計 

 （百万円） 
－ － 3,910 △4 3,906 

平成19年８月31日  残高 

 （百万円） 
10,000 41,603 85,047 △5,057 131,592 

  

評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金  

評価・換算

差額等合計 

平成19年２月28日 残高 

 （百万円） 
4,952 △70 △2,040 2,842 954 131,483 

中間連結会計期間中の変動額            

剰余金の配当           △1,156 

中間純利益           5,066 

自己株式の取得           △4 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間の変動額（純額） 
△1,972 31 － △1,941 50 △1,890 

中間連結会計期間の変動額合計 

 （百万円） 
△1,972 31 － △1,941 50 2,015 

平成19年８月31日  残高 

 （百万円） 
2,979 △39 △2,040 900 1,005 133,499 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

（注）平成18年９月１日残高は、株式移転前の㈱カーマ、ダイキ㈱、ホーマック㈱の連結上の残高とＤＣＭ Ｊａｐａｎ

㈱の残高との合計金額から非連結子会社の残高を除いております。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月１日  残高（注） 

 （百万円） 
10,000 41,603 79,378 △5,035 125,945 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当     △894   △894 

当期純利益     2,653   2,653 

自己株式の取得       △17 △17 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
          

連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円） 
－ － 1,758 △17 1,740 

平成19年２月28日  残高 

 （百万円） 
10,000 41,603 81,136 △5,053 127,686 

  

評価・換算差額等 

少数株主 

持分 
純資産合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損益 

土地再評価

差額金  

評価・換算

差額等合計 

平成18年９月１日  残高（注） 

 （百万円） 
6,085 △138 △2,040 3,907 951 130,804 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当           △894 

当期純利益           2,653 

自己株式の取得           △17 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 
△1,133 68 － △1,065 3 △1,061 

連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円） 
△1,133 68 － △1,065 3 678 

平成19年２月28日  残高 

 （百万円） 
4,952 △70 △2,040 2,842 954 131,483 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純利益   8,916 4,012 

減価償却費   3,251 3,297 

減損損失   297 658 

負ののれん償却額   △68 △68 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   235 △90 

賞与引当金の増減額（減少：△）   473 △206 

退職給付引当金の増減額（減少：△）   △34 △40 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：
△） 

  △5 △206 

受取利息及び受取配当金   △344 △157 

支払利息   295 295 

投資有価証券売却益   △16 △39 

固定資産売却益   △0 △39 

固定資産除売却損   83 199 

商品廃棄損   176 125 

出店計画中止損及び閉店損   306 372 

売上債権の増減額（増加：△）   △1,116 1,475 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △965 △1,976 

仕入債務の増減額（減少：△）   7,038 △2,804 

その他   △43 △13 

小計   18,481 4,792 

利息及び配当金の受取額   255 82 

利息の支払額   △281 △289 

法人税等の支払額   △1,591 △3,363 

法人税等の還付額   285 37 

出店中止閉店支払額   △262 △372 

営業活動によるキャッシュ・フロー   16,887 885 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △3,255 △3,991 

有形固定資産の売却による収入   48 903 

無形固定資産の取得による支出   △1,034 △749 

敷金及び建設協力金の差入による支出   △740 △1,434 

敷金及び建設協力金の返還による収入   1,391 1,319 

投資有価証券の取得による支出   △61 △43 

投資有価証券の売却による収入   216 132 

関係会社株式の取得による支出   △180 △94 

貸付金の回収による収入   53 37 

その他   144 △50 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △3,418 △3,971 

 



    

当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の増減額（減少：△）   △8,350 9,150 

長期借入による収入   5,000 － 

長期借入金の返済による支出   △6,002 △6,289 

割賦債務の返済による支出   △29 △864 

配当金の支払額   △1,167 △897 

その他   △204 △61 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △10,753 1,036 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   2,716 △2,048 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高   15,177 17,226 

Ⅵ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高   17,893 15,177 

        



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 

６社 ・㈱カーマ 

・ダイキ㈱ 

・ホーマック㈱ 

・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

・ダイレックス㈱ 

・㈱ツルヤ 

 なお、ホーマック㈱の連結子

会社であったプロメンテ㈱は、

平成19年３月１日付でホーマッ

ク㈱が吸収合併したため、連結

の範囲から除外しております。 

(1) 連結子会社 

７社 ・㈱カーマ 

・ダイキ㈱ 

・ホーマック㈱ 

・ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱ 

・ダイレックス㈱ 

・㈱ツルヤ 

・プロメンテ㈱ 

 なお、㈱カーマ、ダイキ㈱及

びホーマック㈱のそれぞれ持分

法適用関連会社であったＤＣ

Ｍ Ｊａｐａｎ㈱は、平成18年９

月１日付の株式移転に伴い、連

結の範囲に含めております。 

  (2) 非連結子会社 

７社 ・㈱カーヤ 

・㈱タパス 

・カーマビジネスサー

ビス㈱ 

・ダイキ不動産情報㈱ 

・㈱キャップ 

他２社 

(2) 非連結子会社 

５社 ・㈱カーヤ 

・㈱タパス 

・カーマビジネスサー

ビス㈱ 

・ダイキ不動産情報㈱ 

・㈱キャップ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、各社の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）は、中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、各社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）は、連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため

であります。 

 なお、ホーマック㈱の連結子

会社であった㈱ゲットは、平成

18年12月１日付でホーマック㈱

が吸収合併したため、連結の範

囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社 

 該当事項はありません。 

(1) 持分法適用の関連会社 

 同  左 

  (2) 持分法を適用していない関連

会社 

平成都市開発㈱ 

(2) 持分法を適用していない関連

会社 

同  左 

  （持分法を適用していない理由）

 中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分の対

象から除いても中間連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

（持分法を適用していない理由）

 当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分の対

象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ

重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、ホ

ーマック㈱の子会社１社を除き中

間連結決算日と一致しておりま

す。当該連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日との差は３ヶ月

以内であるため、当該連結子会社

の中間会計期間に係る財務諸表を

基礎として連結を行っておりま

す。なお、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 また、ＤＣＭ Ｊａｐａｎ㈱の

決算日を１月31日から２月末日に

変更したことに伴い、当中間連結

会計期間における同社の会計期間

は７ヶ月となっております。 

 連結子会社の決算日は、ＤＣ

Ｍ Ｊａｐａｎ㈱及びホーマック㈱

の子会社１社を除き連結決算日と

一致しております。当該連結子会

社の決算日と連結決算日との差は

３ヶ月以内であるため、当該連結

子会社の事業年度に係る財務諸表

を基礎として連結を行っておりま

す。なお、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

イ．持分法を適用していない

非連結子会社株式及び関

連会社株式 

移動平均法による原価

法 

ロ．その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定） 

① 有価証券 

イ．持分法を適用していない

非連結子会社株式及び関

連会社株式 

同  左 

  

ロ．その他有価証券 

 時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

 同  左 

  ② たな卸資産 

 商品：主として売価還元法

による原価法 

② たな卸資産 

 同  左 

  ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

 同  左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、当社及び連結子

会社は主に平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）は定額

法によっております。な

お、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ２～60年 

その他     ２～20年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、当社及び連結子

会社は主に平成10年４月１

日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）は定額

法によっております。な

お、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 ２～60年 

その他     ２～20年 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

  （会計処理の変更） 

減価償却方法の変更 

 当中間連結会計期間より、法人

税法の改正に伴い、当社及び連結

子会社の平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に規定する

方法により、減価償却費を計上し

ております。 

 なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益に与える影響は軽微であ

ります。 

  

  ② 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

② 無形固定資産 

同  左 

  ③ 長期前払費用 

定額法 

③ 長期前払費用 

同  左 

  (3) ―――――― (3) 重要な繰延資産の処理方法 

 創立費は支出時に全額費用

処理しております。 

  (4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額に基

づき計上しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同  左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

② 賞与引当金 

 同  左 

  ③ 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

③ 役員賞与引当金 

 同  左 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計年度末において発生

している額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10

年）による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度より費用処理して

おります。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いる額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）によ

る定率法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しておりま

す。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

  (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

  (6) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(6) 重要なリース取引の処理方法 

 同  左 

  (7) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。また、金利スワップ

について特例処理の要件を満

たしている場合には特例処理

を採用しております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 同  左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワッ

プ、為替予約 

ヘッジ対象…借入金、買掛

金 

  ③ ヘッジ方針 

 金利リスクの低減のため、

対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。 

③ ヘッジ方針 

 金利リスクの低減並びに金

融収支改善及び為替変動リス

クの低減のため、対象範囲内

でヘッジを行っております。 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判

定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断

しております。 

 なお、一部の金利スワップ

については、特例処理を採用

しているため、有効性の評価

を行っておりません。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 同  左 

  (8）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮受

消費税等は、相殺の上、流動

負債の「その他」に含めて表

示しております。 

消費税等の会計処理方法 

同  左 

 



  

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

当中間連結会計期間末 
（平成19年８月31日現在） 

前連結会計年度 
（平成19年２月28日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

69,730百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

68,543百万円であります。 

※２ このうち債務の担保に供している資産

は次のとおりであります。 

※２ このうち債務の担保に供している資産

は次のとおりであります。 

建物及び構築物 1,115百万円

土地 481 

計 1,596 

建物及び構築物 1,166百万円

土地 608 

計 1,775 

 上記の資産を担保に供している債務の

種類は次のとおりであります。 

 上記の資産を担保に供している債務の

種類は次のとおりであります。 

長期借入金 777百万円

（一年以内返済分を含む） 

長期借入金 992百万円

（一年以内返済分を含む） 

※３ 有形固定資産のうち、建物及び構築物

88百万円、その他４百万円を国庫補助金

等の圧縮記帳により取得原価から控除し

ております。 

※３ 有形固定資産のうち、建物及び構築物

88百万円、その他４百万円を国庫補助金

等の圧縮記帳により取得原価から控除し

ております。 

※４ 負ののれんは相殺後の純額で表示して

おります。その内訳は次のとおりであり

ます。 

のれん 437百万円

負ののれん △667 

※４ 負ののれんは相殺後の純額で表示して

おります。その内訳は次のとおりであり

ます。 

のれん 492百万円

負ののれん △740 

 ５ 保証債務  ５ 保証債務 

 下記連結会社以外の会社に対し、以下

の債務保証を行っております。 

 下記連結会社以外の会社に対し、以下

の債務保証を行っております。 

金融機関からの借入れに対する保証債務 金融機関からの借入れに対する保証債務 

ダイキ・ファンディン

グ・コーポレーション 
1,955百万円

㈱カーヤ 36 

計 1,991 

ダイキ・ファンディン

グ・コーポレーション 
2,360百万円

㈱カーヤ 42 

計 2,402 



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次

のとおりであります。 

賃金・給料・手当他 17,248百万円

賞与引当金繰入額 2,007 

役員賞与引当金繰入

額 
6 

役員退職慰労引当金

繰入額 
46 

退職給付費用 536 

賃借料 10,938 

減価償却費 2,527 

賃金・給料・手当他 17,347百万円

賞与引当金繰入額 1,435 

役員賞与引当金繰入

額 
22 

役員退職慰労引当金

繰入額 
45 

退職給付費用 512 

賃借料 11,149 

減価償却費 2,587 

※２ 特別利益その他の主な内訳は次のとお

りであります。 

役員保険解除金 1百万円

国庫補助金収入 1 

※２ 特別利益その他の主な内訳は次のとお

りであります。 

役員保険解除金 11百万円

※３ 固定資産除売却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

建物及び構築物除却損 23百万円

工具器具備品除却損 42 

建物及び構築物売却損 0 

※３ 固定資産除売却損の主な内訳は次のと

おりであります。 

建物及び構築物除却損 140百万円

建物及び構築物売却損 3 

※４ 減損損失 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、各店舗及び賃貸物件

等を最小の単位としてグルーピングしてお

り、遊休資産についても、当該資産単独で資

産のグルーピングをしております。 

 当中間連結会計期間におきましては、子会

社ホーマック㈱のスクラップ＆リプレース計

画のうち退店が決定している２店舗の帳簿価

額を全額減損損失（297百万円）として計上

いたしました。 

① 東北地区（ホーマック㈱） 

用途 店舗（２店） 

 種類 建物及び構築物、リース資産、そ

の他 

  減損損失 

建物及び構築物 251百万円

リース資産 0 

その他 45 

計 297 

※４ 減損損失 

 当社グループは、キャッシュ・フローを生

み出す最小単位として、各店舗及び賃貸物件

等を最小の単位としてグルーピングしてお

り、遊休資産についても、当該資産単独で資

産のグルーピングをしております。 

 店舗につきましては、営業活動から生ずる

損益が継続してマイナスである資産グループ

について減損を認識し、各々の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（450百万円）として計上いたしました。

また、経営統合による店舗運営システムの変

更計画によりリース資産（ソフトウェア）の

一部を減損損失（207百万円）として計上い

たしました。 

① 北海道地区（ホーマック㈱） 

用途 店舗（３店） 

 種類 建物及び構築物、リース資産、そ

の他 

  減損損失 

② 中部地区（㈱カーマ） 

用途 店舗（１店）、遊休資産（１件） 

 種類 土地、建物及び構築物、リース資

産、その他 

  減損損失 

建物及び構築物 140百万円

リース資産 75 

その他 73 

計 290 

土地 5百万円

建物及び構築物 119 

リース資産 7 

その他 2 

計 135 

 



当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

  ③ 四国・関西地区（ダイキ㈱） 

用途 店舗（１店）、店舗運営システム 

 種類 建物及び構築物、リース資産、そ

の他 

  減損損失 

 店舗については使用価値を回収可能価額と

しております。 

 なお、使用価値については、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いて算定し、正味

売却価額については、路線価及び固定資産税

評価額等の適切に市場価額を反映していると

考えられる評価額を基に算出し評価しており

ます。 

建物及び構築物 24百万円

リース資産（ソフ

トウェア） 
207 

その他 0 

計 232 

※５ 出店計画中止損及び閉店損の内訳は次

のとおりであります。 

出店計画中止損 －百万円

閉店損 315 

計 315 

※５ 出店計画中止損及び閉店損の内訳は次

のとおりであります。 

出店計画中止損 16百万円

閉店損 355 

計 372 

※６ 特別損失その他の主な内訳は次のとお

りであります。 

補償金 48百万円

仕入債務差額金 35 

※６ 特別損失その他の主な内訳は次のとお

りであります。 

厚生年金基金脱退

特別掛金 
85百万円

永年勤続制度精算

金 
70 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）当中間連結会計期間の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（注）配当金の総額には、子会社所有の親会社株式への配当金を含んでおります。 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の 

（注）配当金の総額には、子会社所有の親会社株式への配当金を含んでおります。 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 159,439 － － 159,439 

合計 159,439 － － 159,439 

自己株式        

普通株式 （注） 5,300 4 － 5,304 

合計 5,300 4 － 5,304 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 

定時株主総会 
普通株式 1,195 7.5 平成19年２月28日 平成19年５月25日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年10月10日 

取締役会 
普通株式 1,195 利益剰余金 7.5 平成19年８月31日 平成19年11月９日



前連結会計年度（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）当連結会計年度の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

      ①㈱カーマ 

      ②ダイキ㈱ 

      ③ホーマック㈱ 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注）配当金の総額には、子会社所有の親会社株式への配当金を含んでおります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
当連結会計年度期首
株式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 159,439 － － 159,439 

合計 159,439 － － 159,439 

自己株式        

普通株式 （注） 5,287 13 － 5,300 

合計 5,287 13 － 5,300 

       決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月23日 

定時株主総会 
普通株式 294 9.0 平成18年８月31日 平成18年11月24日 

    決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月22日 

定時株主総会 
普通株式 197 7.5 平成18年８月31日 平成18年11月24日 

       決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月24日 

定時株主総会 
普通株式 422 10.0 平成18年８月31日 平成18年11月27日 

決議予定 株式の種類 配当の原資  
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,195 7.5 平成19年２月28日 平成19年５月25日

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 18,040百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△147 

現金及び現金同等物 17,893 

現金及び預金勘定 15,334百万円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△156 

現金及び現金同等物 15,177 



（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

減損損失
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 

(百万円) 

建物及

び構築

物 

6,384 1,139 － 5,244 

その他

有形固

定資産 

(工具・
器具・
備品等) 

16,159 9,034 433 6,690 

無形固

定資産 
504 195 － 309 

合計 23,048 10,369 433 12,244 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

減損損失
累計額相
当額 
(百万円)

期末残
高相当
額 

(百万円)

建物及

び構築

物 

6,331 931 0 5,399 

その他

有形固

定資産 

(工具・
器具・
備品等) 

16,544 9,176 481 6,886 

無形固

定資産 
552 223 － 328 

合計 23,428 10,332 481 12,614 

２．未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定中間期末残高 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額及びリー

ス資産減損勘定期末残高 

 未経過リース料期末残高相当額 

 リース資産減損勘定中間期末残高 

204百万円 

  １年内 3,110百万円

  １年超 11,202 

  合計 14,312 

 リース資産減損勘定期末残高    344百万円 

  

  １年内 3,393百万円

  １年超 11,753 

  合計 15,147 

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

  支払リース料 1,949百万円

  リース資産減損勘

定取崩額 
172百万円

  減価償却費相当額 1,863百万円

  支払利息相当額 183百万円

  減損損失 0百万円

  支払リース料 1,989百万円

  リース資産減損勘

定取崩額 
34百万円

  減価償却費相当額 1,919百万円

  支払利息相当額 193百万円

  減損損失 290百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同   左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

 同   左 

６．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  １年内 1,882百万円

  １年超 18,262 

  合計 20,144 

６．オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  １年内 1,264百万円

  １年超 13,085 

  合計 14,350 



（有価証券関係） 

（当中間連結会計期間末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（注）減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につい

て減損処理を行うこととしております。 

   なお、当中間連結会計期間において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。 

  当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 5,332 10,158 4,825 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 100 99 △0 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 5,432 10,258 4,825 

  当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

  
中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 
1,649 

社債 270 



（前連結会計年度末） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容 

（注）減損処理にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損

処理を行うこととしております。 

   なお、当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。 

  前連結会計年度（平成19年２月28日現在） 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1) 株式 5,331 13,639 8,307 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 100 99 △0 

その他 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 5,431 13,739 8,307 

  前連結会計年度（平成19年２月28日現在） 

  
連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 
1,296 

社債 270 



（デリバティブ取引関係） 

１.取引の状況に関する事項 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

 (1) 取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバテ

ィブ取引は、金利スワップ取引でありま

す。 

 (1) 取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバテ

ィブ取引は、為替予約取引及び金利スワ

ップ取引であります。 

 (2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利変動

によるリスク回避を目的としており、投

機的な取引は行いません。 

 (2) 取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の外貨建債

務の為替相場変動リスクの回避及び金利

変動によるリスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行いません。 

 (3) 取引の利用目的 

  デリバティブ取引は、将来の金利変動

によるリスク回避を目的として利用して

おります。なお、ヘッジ会計を適用して

おり、そのヘッジ会計の方法、ヘッジ手

段、ヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有

効性の評価方法は下記のとおりでありま

す。 

    

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 …金利スワップ 

 ヘッジ対象 …借入金 

ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減及び金融収支改

善のため、対象債務の範囲内でヘッジを

行っております。   

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性の判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動の累計を比較し、両者の

変動額等を基礎にして判断しておりま

す。なお、一部の金利スワップについて

は、特例処理を採用しているため、有効

性の評価を行っておりません。 

 (3) 取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、将来の外貨建債

権債務の為替相場変動リスクの回避及び

金利変動によるリスク回避を目的として

利用しております。なお、ヘッジ会計を

適用しており、そのヘッジ会計の方法、

ヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘッジ方針、

ヘッジ有効性の評価方法は下記のとおり

であります。 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 …金利スワップ、為替予約

 ヘッジ対象 …借入金、買掛金 

ヘッジ方針 

 金利変動リスクの低減並びに金融収支

改善及び為替変動リスクの低減のため、

対象範囲内でヘッジを行っております。

ヘッジ有効性評価の方法 

      同  左 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

  金利スワップ取引については、将来の

取引市場での金利変動リスクを回避する

目的で行っているため、市場リスクはな

いものと判断しております。 

 なお、信用度の高い金融機関のみを取

引相手としてデリバティブ取引を行って

おり、信用リスクはほとんどないものと

判断しております。 

 (4) 取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引及び為替予約取引に

ついては、将来の取引市場での金利変動

リスク及び為替相場変動リスクを回避す

る目的で行っているため、市場リスクは

ないものと判断しております。 

 なお、信用度の高い金融機関のみを取

引相手としてデリバティブ取引を行って

おり、信用リスクはほとんどないものと

判断しております。 

 (5) 取引に係るリスク管理体制 

  当社グループ各社において、デリバテ

ィブ取引についての基本方針が取締役会

で決定され、取引の実行及び管理は社内

権限規定に基づき担当部門が決裁担当者

の承認を得て行っております。  

 (5) 取引に係るリスク管理体制 

      同  左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1) 通貨関連 

 当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

  該当する事項はありません。 

 前連結会計年度末（平成19年２月28日現在） 

  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引のため、記載しておりません。 

(2) 金利関連  

 当中間連結会計期間末（平成19年８月31日現在） 

（注）１．時価の算定方法 

金融機関から提示された価格によって算出しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

 前連結会計年度末（平成19年２月28日現在） 

（注）１．時価の算定方法 

金融機関から提示された価格によって算出しております。 

   ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いております。 

  

  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

 (6) 取引の時価等に関する事項についての

補足説明 

  取引の時価等に関する事項についての

契約金額等は、あくまでもデリバティブ

取引における名目的な契約額、または計

算上の想定元本であり、当該金額自体が

デリバティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。 

 (6) 取引の時価等に関する事項についての

補足説明 

      同  左 

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

金利 スワップ取引 7,728 △65 △65

対象物の種類 取引の種類 契約額等 (百万円) 時価 (百万円) 評価損益 (百万円) 

金利   スワップ取引 7,850 △122 △122



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  当社グループにおきましては、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、ホームセンター事業の売上

高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び資産合計のいずれも90％超であ

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 当中間連結会計期間及び前連結会計年度において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外

支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 当中間連結会計期間及び前連結会計年度において海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 859円60銭 846円83銭 

１株当たり中間（当期）純

利益 
32円87銭 17円21銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
－ － 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
5,066 2,653 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ － 

普通株主に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
5,066 2,653 

期中平均株式数（千株） 154,136 154,144 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
当中間会計期間末 

(平成19年８月31日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 

(平成19年２月28日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   658   919

２．前払費用   14   12

３．短期貸付金   1,599   2,000

４．その他   270   310

流動資産合計     2,543 1.9 3,241 2.4

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 ※１     

１．建物   15   15

２．工具・器具・備
品 

  0   0

有形固定資産合計   15   15

(2）無形固定資産   90   26

(3）投資その他の資産       

１．関係会社株式   129,170   129,170

２．長期貸付金   4,000   －

３．長期前払費用   2   4

４．敷金   17   17

投資その他の資産
合計 

  133,190   129,192

固定資産合計     133,296 98.1 129,234 97.6

資産合計     135,840 100.0 132,476 100.0 

        

 



    
当中間会計期間末 

(平成19年８月31日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年２月28日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．短期借入金   －    2,000

２．一年以内に返済予
定の長期借入金 

  999   －

３．未払金   88   53

４．未払費用   0   0

５．預り金   11   3

６．未払法人税等   19   16

７．その他   3   20

流動負債合計     1,122 0.8 2,094 1.6

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   4,000   －

２．役員退職慰労引当
金 

  10   7

固定負債合計     4,011 3.0 7 0.0

負債合計     5,133 3.8 2,101 1.6

        

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     10,000 7.4   10,000 7.5 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   118,787     118,787     

資本剰余金合計     118,787 87.4   118,787 89.7 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余
金 

              

繰越利益剰余金   1,941     1,604     

利益剰余金合計     1,941 1.4   1,604 1.2 

４．自己株式     △22 △0.0   △17 △0.0 

株主資本合計     130,706 96.2   130,374 98.4 

純資産合計     130,706 96.2   130,374 98.4 

負債純資産合計     135,840 100.0   132,476 100.0 

        



②【中間損益計算書】 

    
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益           

 １．受取配当金収入   1,502     1,589   

 ２．経営指導料収入   676 2,179 100.0 896 2,486 100.0 

営業総利益     2,179 100.0 2,486 100.0

Ⅱ 販売費及び一般管理
費 

※１   640 29.4 487 19.6

営業利益     1,538 70.6 1,998 80.4

Ⅲ 営業外収益 ※２   91 4.2 23 0.9

Ⅳ 営業外費用 ※３   41 1.9 363 14.6

経常利益     1,588 72.9 1,658 66.7

Ⅴ 特別損失 ※４   － － 5 0.2

税引前中間(当期)
純利益 

    1,588 72.9 1,652 66.5

法人税、住民税及
び事業税 

  55 55 2.6 48 48 2.0

中間（当期）純利
益 

    1,532 70.3 1,604 64.5

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

 

株主資本 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 

準備金 

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金  

平成19年２月28日 残高 

（百万円）
10,000 118,787 118,787 1,604 1,604 △17 130,374 130,374 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当     － △1,195 △1,195   △1,195 △1,195 

中間純利益     － 1,532 1,532   1,532 1,532 

自己株式の取得     －   － △4 △4 △4 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ － － 336 336 △4 332 332 

平成19年８月31日 残高 

（百万円）
10,000 118,787 118,787 1,941 1,941 △22 130,706 130,706 

 

株主資本 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本 

準備金 

資本剰余

金合計 

その他利

益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益

剰余金  

平成18年９月１日 残高 

（百万円）
10,000 118,787 118,787 － － － 128,787 128,787 

事業年度中の変動額                

当期純利益     － 1,604 1,604   1,604 1,604 

自己株式の取得     －   － △17 △17 △17 

事業年度中の変動額合計 

（百万円）
－ － － 1,604 1,604 △17 1,586 1,586 

平成19年２月28日 残高 

（百万円）
10,000 118,787 118,787 1,604 1,604 △17 130,374 130,374 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同  左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物       ８～15年 

工具・器具・備品 ３～20年 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物       ８～15年 

工具・器具・備品 ３～20年 

  （会計処理の変更） 

減価償却方法の変更 

 当中間会計期間より、法人税法

の改正に伴い、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いては、改正後の法人税法に規定

する方法により、減価償却費を計

上しております。 

 なお、この変更に伴う営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益に与える影響は軽微でありま

す。 

  

  (2) 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同  左 

  (3) 長期前払費用 

定額法 

(3) 長期前払費用 

同  左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額に基づき計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

 同  左 

  (2) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(2) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  同  左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は、相殺の上、流動負債

の「その他」に含めて表示して

おります。 

 消費税等の会計処理 

  同  左 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当中間会計期間増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

前事業年度（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）当事業年度増加株式数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

当中間会計期間末 
（平成19年８月31日現在） 

前事業年度末 
（平成19年２月28日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0百万円 

当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 

至 平成19年８月31日） 

前事業年度 

（自 平成18年９月１日 

至 平成19年２月28日） 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産      1百万円 

無形固定資産      8百万円 

  

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産      0百万円 

無形固定資産      1百万円 

  

※２ 営業外収益の主要項目 

  

受取利息 

情報提供料収入 

受取手数料  

コラボレーション・

インセンティブ 

2百万円

31 

22 

30 

※２ 営業外収益の主要項目 

  

受取利息 

情報提供料収入 

0百万円

20 

※３ 営業外費用の主要項目 

  

支払利息 

支払手数料 

0百万円

41 

※３ 営業外費用の主要項目 

  

支払利息 

創立費 

株式交付費 

上場費用 

1百万円

209 

121 

23 

※４   ――――――― ※４ 特別損失 

事務所移転費用 5百万円

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 13 4 － 17 

合計 13 4 － 17 

 
当事業年度期首株式
数（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 （注） － 13 － 13 

合計 － 13 － 13 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

    リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

    リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具・器
具・備品 178 34 143 

無形固定
資産 332 120 212 

合計 511 155 355 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器
具・備品 154 13 140

合計 154 13 140

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 102百万円

１年超 259 

 合計 362 

１年内 29百万円

１年超 114 

 合計 144 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  支払リース料 53百万円

  減価償却費相当額 51百万円

  支払利息相当額 3百万円

  支払リース料 11百万円

  減価償却費相当額 11百万円

  支払利息相当額 1百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同   左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

 同   左 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

  

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

１株当たり純資産額 819円88銭 817円77銭 

１株当たり中間（当期）

純利益 
9円61銭 10円06銭 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
－ － 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年３月１日 
至 平成19年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成18年９月１日 
至 平成19年２月28日） 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,532 1,604 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 

普通株主に係る中間（当

期）純利益（百万円） 
1,532 1,604 

期中平均株式数（千株） 159,423 159,431 



(2）【その他】 

 平成19年10月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(1) 中間配当による配当金の総額……………………………… 1,195,662,885円 

(2) １株当たりの金額……………………………………………     ７円50銭 

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………… 平成19年11月９日 

  （注）平成19年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第１期）（自 平成18年９月１日 至 平成19年２月28日）平成19年５月31日関東財務局長に提出 

  

(2）臨時報告書 

平成19年５月14日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

平成19年６月４日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成19年11月16日 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社     

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 手 塚 仙 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 田   努   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の中間

連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年８月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

      平成19年11月16日 

ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社     

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 手 塚 仙 夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 田   努   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第２期事業年度の中

間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＤＣＭ Ｊａｐａｎホールディングス株式会社の平成19年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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